
























先端論文が多数収録されている全米経済研究所（National Bureau of Economic Research）のワー
キング・ペーパー・シリーズの検索画面で work-life balance と入力しても，1 論文もヒットしない。






































































した。社会学者である Hochshield & Manchung（1989）が名付けた「第 2 の仕事（The second 
shift）」は，経済学における家計内生産のための労働に該当する。
　付言すると，家計内生産に費やす時間のうち，子どものケアに費やす時間を掃除・洗濯などの家




















































化の一つである（大石 2017）。1940 年のアメリカでは女性は労働力人口の 4 分の 1 を占めるに過ぎ
なかったが，1995 年には 46％を占めるようになった（Blau & Ehrenberg 2000）。日本においても，






ミアム（marriage premium）」の存在が知られている（Korenman & Neumark 1991）。同様に，
子どものいる男性は子どものいない男性よりも高賃金であるのに対し，子どものいる女性は子ども
のいない女性よりも低賃金であることが知られており，それぞれ「父親賃金プレミアム（fatherhood 
wage premiums）」「母親賃金ペナルティ（motherhood wage penalty）」と呼ばれている（Sigle-




についての実証研究が行われている（Klerman & Leibowitz 1999；Blau & Robins 1988；大石















（5）　アメリカは主要先進国の中で唯一の有給の産前産後休暇をもたない国である。1993 年に施行された Family 








南山 2011；Asai et al. 2015；Nishitateno & Shikata 2017）。この中で Asai et al.（2015）は，都道























































　American Time Use Survey を用いた研究では，賃金支払いを伴う労働時間の長さは睡眠時間の
最も有力な予測要因とされている（Basner et al. 2007）。つまり，長時間労働をすると生活時間が
圧縮され，睡眠時間が短くなりやすい。疫学分野では，睡眠時間が短いことが高齢期の認知症リス
クや癌のリスク，肥満になるリスクを有意に引き上げるとする研究がある（Virta, et al. 2013；
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